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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。また、関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益についても

記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．１株当たり配当額には、第27期については７円、第28期については５円の業績配当が、それぞれ含まれてお

ります。 

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自 平成17年 
 １月１日 

至 平成17年 
 ６月30日 

自 平成18年 
 １月１日 

至 平成18年 
 ６月30日 

自 平成19年 
 １月１日 

至 平成19年 
 ６月30日 

自 平成17年 
 １月１日 

至 平成17年 
 12月31日 

自 平成18年 
 １月１日 

至 平成18年 
 12月31日 

売上高（千円） 5,328,643 5,613,529 6,441,836 10,885,115 11,748,445 

経常利益（千円） 1,193,089 1,065,019 1,192,313 2,030,735 1,866,298 

中間（当期）純利益（千円） 655,868 570,158 645,638 1,111,547 1,002,966 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,271,320 1,275,283 1,276,609 1,272,643 1,275,283 

発行済株式総数（株） 10,704,000 10,722,000 10,728,000 10,710,000 10,722,000 

純資産額（千円） 9,529,226 10,235,186 11,010,037 9,860,702 10,540,932 

総資産額（千円） 12,549,915 15,459,407 17,376,522 14,174,210 16,045,050 

１株当たり純資産額（円） 901.49 966.63 1,039.14 932.32 995.51 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
62.16 53.86 60.96 105.22 94.74 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
61.93 53.75 60.88 104.89 94.56 

１株当たり配当額（円） 12.00 12.00 12.00 31.00 29.00 

自己資本比率（％） 75.9 66.2 63.4 69.6 65.7 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
1,432,145 1,452,823 2,167,984 2,752,391 3,073,954 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△1,805,774 △2,461,411 △2,238,179 △4,637,044 △4,823,228 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
621,137 1,102,288 595,655 1,427,735 1,177,657 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
3,053,484 2,442,759 2,302,903 2,349,059 1,777,442 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

139 

[407] 

145 

[435] 

148 

[475] 

133 

[414] 

141 

[447] 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、当社にはグループを

構成する関係会社はありません。 

３【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１日当たり８時間の就業時間で換算した当中間会計期間の平均人

員を［ ］外数で記載しております。 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 148[475] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間においては、新規出店も退店もありませんが、前事業年度において開店いたしましたアミューズメ

ントパークウェアハウス東雲店（平成18年11月開店）及び同草加店の拡充施設（平成18年９月拡充）の売上が当中間

会計期間を通して寄与したこと等により、売上高の前年同期比較では、レンタル部門売上高68百万円増加とアミュー

ズメント施設部門売上高759百万円増加の結果、全体として828百万円の増加となりました。また、アミューズメント

パークウェアハウス川崎店に平成19年４月にネットカフェを併設して開店しておりますが、売上に対する影響は軽微

なものとなりました。 

レンタル部門売上高68百万円増加の内訳は、ビジュアル109百万円増加、オーディオ38百万円減少、上記以外で２

百万円減少となっております。ビジュアルについては、ＤＶＤレンタルの割合は約93.3％となり、ＤＶＤへの移行

は、ほぼ終了いたしました。なお、当中間会計期間の売上高につきましては102.9％と前年同期を上回りました。こ

れは主な理由として、ビデオからＤＶＤへ移行した過程においてお客様とのニーズのずれが若干見られたためとハー

ドディスクレコーダーが普及する過程においてテレビ番組の録画視聴が競争相手になったものの、その影響が一巡

し、かつ作品に恵まれたこと等により前中間会計期間において落ち込んだ売上が回復したものと推定されます。た

だ、音楽流通市場については、レンタルやセル市場から携帯電話等による音楽配信市場にますます移行しており、オ

ーディオレンタルのビジネスモデルがさらに変化していくものと見込んでおります。 

アミューズメント施設部門売上高759百万円増加の内訳は、ゲーム752百万円増加、ボウリング３百万円減少、上記

以外で10百万円増加となっております。 

アミューズメント施設部門のゲームについては、ゲーム機がネットワーク機能を持ったことにより、ユーザーや遊

び方に広がりが見られ、好調を維持しております。 

営業利益については、前事業年度に開店いたしましたアミューズメントパークウェアハウス東雲店の償却負担等に

より125百万円の増加にとどまりました。  

(2) キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローにつきましては、当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前

事業年度末に比し525百万円増加し、当中間会計期間末には2,302百万円（前年同期比5.7％減）となりました。当中

間会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、2,167百万円（前年同期比49.2％増）となりました。こ

れは、主に、税引前中間純利益1,103百万円、減価償却費1,102百万円、法人税等の支払額323百万円によるもので

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、2,238百万円（前年同期比9.1％減）となりました。これ

は、主に、既存店のアミューズメント機器の購入による支払等を中心とする有形固定資産の取得による支出2,241百

万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、595百万円（前年同期は1,102百万円獲得）となりまし

た。これは、主に、短期借入金による資金調達1,100百万円、社債償還による支払242百万円及び配当金の支払180百

万円によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は、小売販売を事業としており、生産実績については記載すべき事項はありません。 

(2) 受注状況 

当社は、小売販売を事業としており、受注状況については記載すべき事項はありません。 

(3) 営業能力 

（注）１．店舗数、営業能力については、６月30日現在の数字であります。なお、ボウリング店は、アミューズメント

パークウェアハウス入谷店の併設店舗、ビリヤード店はアミューズメントパークウェアハウス入谷店、同岩

槻店、同川崎店、同草加店及び同東雲店との併設店舗ですが、営業能力を明瞭に表示するため、ここでは独

立の店舗として数え、店舗数を表示しております。 

２．レンタル用資産については、全額売上原価として処理しております。 

３．ゲーム機の台数につきましては、アミューズメント施設部門の店舗に設置されているものの他に、レンタル

部門の施設に付随して設置されているゲーム機の台数を含んでおります。 

部門 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

店舗数 
（店） 

営業能力 
店舗数 
（店） 

営業能力 

レンタル部門   26店 

ビデオ、ＤＶＤ及びＣＤ 

在庫数量    26店 

ビデオ、ＤＶＤ及びＣＤ 

在庫数量 

約1,013千本 約1,304千本 

アミューズメント施設部門            

ゲーム  10店 ゲーム機 2,305台   11店 ゲーム機 2,721台 

ビリヤード  ３店 遊技台 36台   ５店 遊技台  48台 

ボウリング  １店 レーン数  16レーン  １店 レーン数   16レーン 



(4) 販売実績 

① 部門別売上高 

（注）１．数量については、品目が多岐にわたり表示が困難であるため、記載を省略しております。 

２．主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。 

３．レンタル部門における「その他」は、主として年会費収入であります。 

４．アミューズメント施設部門における「その他」は、主として自動販売機収入であります。 

５．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

部門 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

レンタル部門      

ビジュアル（千円） 1,787,013 1,896,791 106.1 

オーディオ（千円） 534,565 496,514 92.9 

その他（千円） 67,913 65,170 96.0 

部門合計（千円） 2,389,492 2,458,476 102.9 

アミューズメント施設部門      

ゲーム（千円） 3,134,540 3,886,763 124.0 

ボウリング（千円） 56,444 52,934 93.8 

その他（千円） 33,051 43,661 132.1 

部門合計（千円） 3,224,037 3,983,359 123.6 

合計（千円） 5,613,529 6,441,836 114.8 



② 地域別売上高 

 （注）１．店舗数については、６月30日現在の数字であります。 

２．東京都のアミューズメント店舗数については、ゲームセンターの東雲店に併設されているビリヤード店、入

谷店に併設されているビリヤード店及びボウリング店を、埼玉県のアミューズメント店舗数については、ゲ

ームセンターの草加店及び岩槻店に併設されているビリヤード店を、神奈川県のアミューズメント店舗数に

ついては、ゲームセンターの川崎店に併設されているビリヤード店及びネットカフェ店をゲームセンターと

一体として数え、それぞれ、店舗数を表示しております。 

３．ＤＶＤ・ＣＤ等レンタル店舗においてゲームコーナーを設けている店舗のゲーム売上324,818千円（前中間

会計期間）、366,909千円（当中間会計期間）が、上記レンタル店舗の売上高に含まれております。 

４．本部の売上高の主な内容は、中古ＤＶＤの売上であります。 

５．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

地域 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

 
店舗数 
（店） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（％） 

店舗数 
（店） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（％） 

レンタル店舗            

  東京都足立区 5 509,206 9.1 5 544,075 8.4 

   江戸川区 3 259,687 4.6 3 252,729 3.9 

   その他 1 106,975 1.9 1 95,713 1.5 

  小計 9 875,869 15.6 9 892,518 13.9 

  埼玉県草加市 2 283,974 5.1 2 305,062 4.7 

   川口市 6 595,719 10.6 6 618,686 9.6 

   さいたま市 3 333,839 6.0 3 338,092 5.2 

   越谷市 2 239,055 4.3 2 257,475 4.0 

   その他 2 188,189 3.4 2 190,213 3.0 

  小計 15 1,640,778 29.2 15 1,709,531 26.5 

  千葉県 2 190,983 3.4 2 210,736 3.3 

  合計 26 2,707,631 48.2 26 2,812,787 43.7 

アミューズメント店舗            

  東京都 2 696,231 12.4 3 1,204,623 18.7 

  埼玉県 5 1,341,746 23.9 5 1,364,898 21.2 

  千葉県 2 562,964 10.0 2 585,298 9.1 

  神奈川県 1 291,721 5.2 1 457,857 7.1 

  合計 10 2,892,663 51.5 11 3,612,678 56.1 

  本部   13,234 0.2   16,370 0.3 

  総合計 36 5,613,529 100.0 37 6,441,836 100.0 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題については、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間における主な設備の増加は、次の通りであります。 

（注）既存アミューズメント施設店のアミューズメント機器（ゲーム機）更新の金額のうち、金額的重要性が高い店

舗は、アミューズメントパークウェアハウス東雲店、同川崎店、同市川店、同草加店、同岩槻店及び同入谷店

であります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設についての進捗状況は次の通りであり

ます。 

（注）前事業年度より既支払額が618,000千円増加し、728,000千円となっております。 

前事業年度において計画中であった設備の新設、重要な拡充もしくは改修のうち、当中間会計期間に完成したもの

は、「主要な設備の状況」の項に記載しております。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

増加の年月 事業所名 金額（千円） 

 平成19年１月 

 ～平成19年６月 
 既存アミューズメント施設店のアミューズメント機器（ゲーム機）更新 574,725 

 平成19年４月  施設拡充アミューズメントパークウェアハウス入谷店（駐車場）用地取得 647,231 

 平成19年４月  施設拡充アミューズメントパークウェアハウス川崎店（ネットカフェ施設） 255,665 

事業所名 所在地 
事業部門
別の名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力
（㎡）総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

ゲーム新店 

埼玉県

さいた

ま市 

アミュー

ズメント

施設部門 

アミューズ

メント施設 
2,900,000 728,000 

自己資金 

銀行借入 

平成19年

４月 

平成20年

６月 
6,500 

合計 2,900,000 728,000  －  －  － 6,500 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成19年９月１日以降提出日までの新株予約権等の権利行使により発行されたもの

は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況 

（平成15年３月27日定時株主総会特別決議） 

（注）当該新株予約権は、ストック・オプションであります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 35,712,000 

計 35,712,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
(平成19年６月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年９月27日) 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 10,728,000 10,728,000 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら制限の

ない当社における標準

となる株式 

計 10,728,000 10,728,000 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 120 120 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,000 24,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 695 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年５月１日より 

平成20年４月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    695 

資本組入額   348 
同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者が当社の取締役、監

査役または従業員でなくな

ったときは、権利を喪失す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡・質入・相続は

認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － － 



（平成16年３月30日定時株主総会特別決議） 

（注）当該新株予約権は、ストック・オプションであります。 

（平成17年３月30日定時株主総会特別決議） 

（注）当該新株予約権は、ストック・オプションであります。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 120 120 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,000 12,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,138 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年５月１日より 

平成21年４月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,138 

資本組入額   569 
同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者が当社の取締役、監

査役または従業員でなくな

ったときは、権利を喪失す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡・質入・相続は

認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 150 150 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,000 15,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,339 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月１日より 

平成22年４月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,339 

資本組入額   670 
同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者が当社の取締役、監

査役または従業員でなくな

ったときは、権利を喪失す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡・質入・相続は

認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － － 



（平成18年３月30日定時株主総会特別決議） 

（注）当該新株予約権は、ストック・オプションであります。 

② 会社法の規定に基づく新株予約権の状況 

（平成19年３月29日定時株主総会特別決議） 

（注）１．当該新株予約権は、ストック・オプションであります。 

２．発行価格は、行使時の払込金額1,238円にストック・オプションの付与時における公正な評価単価68円84銭を

合算しております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 60 60 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,000 6,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,485 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月１日より 

平成23年４月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,485 

資本組入額   743 
同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者が当社の取締役、監

査役または従業員でなくな

ったときは、権利を喪失す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡・質入・相続は

認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 120 120 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,000 12,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,238 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年５月１日より 

平成24年４月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） （注２） 

発行価格 1,306円84銭 

資本組入額  653円42銭 
同左 

新株予約権の行使の条件 

対象者が当社の取締役、監

査役または従業員でなくな

ったときは、権利を喪失す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡・質入・相続は

認めない。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － － 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株引受権の権利行使による増加 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年１月１日～ 

平成19年６月30日 

（注） 

6,000 10,728,000 1,326 1,276,609 1,320 1,335,650 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．当社は自己株式133,474株を保有しておりますが、上記「大株主の状況」から除いております。 

２．タワー投資顧問株式会社から、平成19年６月21日付で送付された変更報告書の写しにより、平成19年６月15日

現在で753,700株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間期末時点における所有株式

数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。なお、タワー投資顧問株式会社の

変更報告書の内容は、以下の通りであります。 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

馬場 富雄 千葉県柏市 2,818,400 26.3 

有限会社ラッドガー 千葉県柏市柏の葉２－６－１ 1,670,000 15.6 

株式会社ゲオ 愛知県春日井市如意申町５－11－３ 800,000 7.5 

ゴールドマンサックスインタ

ーナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券株式会社） 

Peterborough Court 133 Fleet Street 

London EC4A 2BB, United Kingdom 

（東京都港区六本木６－１０－１ 六本木

ヒルズ森タワー） 

414,700 3.9 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

Peterborough Court 133 Fleet Street 

London EC4A 2BB, United Kingdom 

（東京都千代田区丸の内２－７－１ 

決済業務部） 

390,900 3.6 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 296,500 2.8 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 291,000 2.7 

ユービーエスエージーロンド

ンアカウントアイピービーセ

グリゲイテッドクライアント

アカウント 

（常任代理人シテイバンク・

エヌ・エイ東京支店） 

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL 

SWITZERLAND 

（東京都品川区東品川２－３－１４） 

221,000 2.1 

シチエ従業員持株会 東京都足立区保木間１－１－19 122,720 1.1 

株式会社アイ信 東京都豊島区池袋１－７－18 113,200 1.1 

計 － 7,138,420 66.5 

大量保有者 タワー投資顧問株式会社 

住所 
東京都港区芝大門一丁目12番16号 

住友芝大門ビル２号館２階 

所有株式数 普通株式 753,700株 

所有株式数の割合 7.03％ 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年６月30日現在

区 分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 133,400 － 

権利内容に何ら制限の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,593,700 105,937 同上 

単元未満株式 普通株式 900 － 同上 

発行済株式総数 10,728,000 － － 

総株主の議決権 － 105,937 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社シチエ 
東京都足立区保木間

一丁目１番19号 
133,400 － 133,400 1.24 

計 － 133,400 － 133,400 1.24 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 1,285 1,262 1,232 1,230 1,240 1,212 

最低（円） 1,206 1,216 1,141 1,142 1,191 1,156 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）

及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人によ

り、中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,442,759     2,302,903     1,777,442    

２．商品   71,984     66,670     100,890    

３．貯蔵品   4,407     4,118     5,679    

４．前払費用   116,917     115,046     107,558    

５．繰延税金資産   58,087     70,872     89,087    

６．立替金   16,689     17,256     29,241    

７．その他   9,392     11,382     118,610    

流動資産合計     2,720,238 17.6   2,588,249 14.9   2,228,510 13.9 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1) 建物   2,228,820     5,973,614     5,952,091    

(2) 構築物   477,989     495,266     527,748    

(3) アミューズメン
ト機器   2,019,059     2,102,296     2,366,680    

(4) 工具器具備品   463,059     606,053     605,024    

(5) 土地   2,549,857     3,197,088     2,549,857    

(6) 建設仮勘定   3,257,334     583,350     －    

有形固定資産合計 ※１   10,996,121 71.1   12,957,670 74.6   12,001,401 74.8 

２．無形固定資産                    

(1) ソフトウェア   23,462     9,429     15,046    

(2) 電話加入権   5,529     5,529     5,529    

無形固定資産合計     28,991 0.2   14,959 0.1   20,575 0.1 

３．投資その他の資産                    

(1) 出資金   110     110     110    

(2) 敷金保証金   1,588,249     1,660,684     1,644,912    

(3) 長期前払費用   30,962     43,278     48,307    

(4) 繰延税金資産   94,734     111,571     101,234    

投資その他の資産
合計     1,714,055 11.1   1,815,643 10.4   1,794,563 11.2 

固定資産合計     12,739,168 82.4   14,788,272 85.1   13,816,540 86.1 

資産合計     15,459,407 100.0   17,376,522 100.0   16,045,050 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   158,264     159,540     203,037    

２．短期借入金 ※２ －     1,100,000     －    

３．１年以内返済予定
長期借入金   166,400     171,200     168,800    

４．１年以内償還予定
社債   412,000     484,000     484,000    

５．未払金   393,212     342,114     573,527    

６．未払費用   159,054     209,179     95,136    

７．未払法人税等   390,046     465,713     337,457    

８．未払消費税等   73,734     128,390     －    

９．預り金   19,597     26,325     48,982    

10．役員賞与引当金   4,800     4,800     1,000    

11．その他   －     －     1,575    

流動負債合計     1,777,110 11.5   3,091,262 17.8   1,913,516 11.9 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   2,275,500     2,255,500     2,497,500    

２．長期借入金   928,600     757,400     844,200    

３．退職給付引当金   157,080     176,403     157,173    

４．長期未払金   47,412     47,412     47,412    

５．預り保証金   38,516     38,505     44,316    

固定負債合計     3,447,109 22.3   3,275,221 18.8   3,590,602 22.4 

負債合計     5,224,220 33.8   6,366,484 36.6   5,504,118 34.3 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     1,275,283 8.2   1,276,609 7.3   1,275,283 7.9

２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   1,334,330     1,335,650     1,334,330    

(2) その他資本剰余
金   1,200     1,200     1,200    

資本剰余金合計     1,335,530 8.6   1,336,850 7.7   1,335,530 8.3 

３．利益剰余金                    

(1) 利益準備金   65,395     65,395     65,395    

(2) その他利益剰余
金                    

別途積立金   4,000     4,000     4,000    

繰越利益剰余金   7,717,796     8,489,175     8,023,542    

利益剰余金合計     7,787,192 50.4   8,558,571 49.3   8,092,937 50.4 

４．自己株式     △162,818 △1.1   △162,818 △0.9   △162,818 △1.0 

株主資本合計     10,235,186 66.2   11,009,211 63.4   10,540,932 65.7 

Ⅱ 新株予約権     － －   826 0.0   － － 

純資産合計     10,235,186 66.2   11,010,037 63.4   10,540,932 65.7 

負債純資産合計     15,459,407 100.0   17,376,522 100.0   16,045,050 100.0 

                   



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,613,529 100.0   6,441,836 100.0   11,748,445 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,141,584 38.2   2,411,978 37.4   4,712,286 40.1 

売上総利益     3,471,945 61.8   4,029,857 62.6   7,036,159 59.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     2,395,037 42.6   2,827,137 43.9   5,141,174 43.8 

営業利益     1,076,907 19.2   1,202,720 18.7   1,894,984 16.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   26,329 0.5   24,168 0.3   53,452 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２   38,217 0.7   34,574 0.5   82,139 0.7 

経常利益     1,065,019 19.0   1,192,313 18.5   1,866,298 15.9 

Ⅵ 特別利益     989 0.0   11,381 0.2   13,999 0.1 

Ⅶ 特別損失     109,650 2.0   100,177 1.6   183,631 1.6 

税引前中間(当期)
純利益     956,358 17.0   1,103,517 17.1   1,696,666 14.4 

法人税、住民税及
び事業税   363,500     450,001     708,500    

法人税等調整額   22,700 386,200 6.8 7,878 457,879 7.1 △14,800 693,700 5.9 

中間(当期)純利益     570,158 10.2   645,638 10.0   1,002,966 8.5 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本 
合計 資本準備

金 

その
他資
本剰
余金 

資本剰余金
合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金

利益剰余
金合計 

別途
積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月

31日残高 

 (千円)    

1,272,643 1,331,690 1,200 1,332,890 65,395 4,000 7,348,592 7,417,987 △162,818 9,860,702 9,860,702 

中間会計期間

中の変動額 
                     

新株の発行 2,640 2,640 - 2,640 - - - - - 5,280 5,280 

剰余金の配

当 
- - - - - - △200,953 △200,953 - △200,953 △200,953 

中間純利益 - - - - - - 570,158 570,158 - 570,158 570,158 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

- - - - - - - - - - - 

中間会計期間

中の変動額合

計 (千円) 

2,640 2,640 - 2,640 - - 369,204 369,204 - 374,484 374,484 

平成18年６月

30日残高 

(千円) 

1,275,283 1,334,330 1,200 1,335,530 65,395 4,000 7,717,796 7,787,192 △162,818 10,235,186 10,235,186 



当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 

株主資本 

新株 
予約権 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本準備

金 

その
他資
本剰
余金 

資本剰余金
合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金

利益剰余
金合計 

別途
積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年12月 

31日残高 

(千円)    

1,275,283 1,334,330 1,200 1,335,530 65,395 4,000 8,023,542 8,092,937 △162,818 10,540,932 - 10,540,932 

中間会計期間

中の変動額 
                       

新株の発行 1,326 1,320 - 1,320 - - - - - 2,646 - 2,646 

剰余金の配

当 
- - - - - - △180,004 △180,004 - △180,004 - △180,004 

中間純利益 - - - - - - 645,638 645,638 - 645,638 - 645,638 

株主資本以

外の項目の

中間会計期

間中の変動

額（純額） 

- - - - - - - - - - 826 826 

中間会計期間

中の変動額合

計 (千円) 

1,326 1,320 - 1,320 - - 465,633 465,633 - 468,279 826 469,105 

平成19年６月 

30日残高   

(千円) 

1,276,609 1,335,650 1,200 1,336,850 65,395 4,000 8,489,175 8,558,571 △162,818 11,009,211 826 11,010,037 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本 
合計 資本準備

金 

その
他資
本剰
余金 

資本剰余金
合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金

利益剰余
金合計 

別途
積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月 

31日残高 

(千円)    

1,272,643 1,331,690 1,200 1,332,890 65,395 4,000 7,348,592 7,417,987 △162,818 9,860,702 9,860,702 

事業年度中の

変動額 
                     

新株の発行 2,640 2,640 - 2,640 - - - - - 5,280 5,280 

剰余金の配

当 
- - - - - - △328,016 △328,016 - △328,016 △328,016 

当期純利益 - - - - - - 1,002,966 1,002,966 - 1,002,966 1,002,966 

株主資本以

外の項目の

事業年度中

の変動額

（純額） 

- - - - - - - - - - - 

事業年度中の

変動額合計 

(千円) 

2,640 2,640 - 2,640 - - 674,949 674,949 - 680,229 680,229 

平成18年12月 

31日残高 

(千円) 

1,275,283 1,334,330 1,200 1,335,530 65,395 4,000 8,023,542 8,092,937 △162,818 10,540,932 10,540,932 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前中間（当期）純利益   956,358 1,103,517 1,696,666 

減価償却費   868,572 1,102,103 2,042,906 

退職給付引当金の増加額   13,477 19,230 13,569 

役員賞与引当金の増減額   △4,600 3,800 △8,400 

受取利息   △3 △3 △0 

支払利息   18,291 34,233 52,755 

社債発行費   19,646 － 28,936 

有形固定資産売却益   △989 △11,381 △13,999 

有形固定資産売却損   29,592 23,403 51,006 

有形固定資産除却損   61,358 76,773 132,625 

たな卸資産の減少額   40,466 35,780 10,288 

その他資産の増減額   2,286 9,652 △6,405 

仕入債務の増減額   △58,064 △43,497 36,869 

未払費用の増加額   67,567 114,607 － 

未払消費税等の増減額   116,402 228,580 △63,298 

その他負債の増減額   △174,058 △170,261 33,391 

小計   1,956,303 2,526,540 4,006,912 

利息の受取額   3 3 0 

利息の支払額   △19,685 △35,023 △50,436 

法人税等の支払額   △483,797 △323,536 △882,521 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,452,823 2,167,984 3,073,954 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー        

有形固定資産の取得による支出   △2,471,494 △2,241,532 △4,787,563 

有形固定資産の売却による収入   11,939 29,067 41,338 

無形固定資産の取得による支出   － － △234 

敷金保証金の増加による支出   △3 △44,144 △72,048 

敷金保証金の回収による収入   7,976 25,084 19,961 

預かり保証金の増加による収支   － △5,811 5,800 

その他の収支   △9,828 △843 △30,482 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,461,411 △2,238,179 △4,823,228 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増額   － 1,100,000 － 

長期借入れによる収入   200,000 － 200,000 

長期借入金の返済による支出   △70,000 △84,400 △152,000 

社債の発行による収入   1,280,353 － 1,771,063 

社債の償還による支出   △112,500 △242,000 △318,500 

株式の発行による収入   5,280 2,646 5,280 

配当金の支払額   △200,844 △180,590 △328,185 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,102,288 595,655 1,177,657 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   93,700 525,460 △571,616 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,349,059 1,777,442 2,349,059 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高   2,442,759 2,302,903 1,777,442 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1)デリバティブ 

時価法 

(1)デリバティブ 

同左 

(1)デリバティブ 

同左 

  (2)たな卸資産 

商品 

最終仕入原価法 

(2)たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法 

   

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっておりま

す。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物（付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用

しております。なお、主

な耐用年数は、以下の通

りであります。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  建物 15年～47年

アミューズメント機器 

  ２年～10年

工具器具備品 ３年～15年

   

  また、取得価額が10万

円以上20万円未満の少額

減価償却資産については

３年間で均等償却してお

ります。 

   

  (2)無形固定資産 

ソフトウェア（自社利

用）については、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によ

っております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

  (3)長期前払費用 

定額法によっておりま

す。 

(3)長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 

３．繰延資産の処理

方法 

(1)株式交付費 

支出時に全額費用処理

しております。 

(1)株式交付費 

同左 

(1)株式交付費 

同左 

  (2)社債発行費 

支出時に全額費用処理

しております。 

────── (2)社債発行費 

支出時に全額費用処理

しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４．引当金の計上基

準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討し

て、回収不能見込額を計

上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)役員賞与引当金 

役員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見

込額の当中間会計期間負

担額を計上しておりま

す。 

(2)役員賞与引当金 

同左 

(2)役員賞与引当金 

役員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見

込額の当事業年度負担額

を計上しております。 

  (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、退職給付会計

に関する実務指針（中間

報告）（日本公認会計士

協会 会計制度委員会報

告第13号）に定める簡便

法（期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする

方法）により、計上して

おります。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

６．ヘッジ会計の方

法 

(1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引につ

いて、特例処理の要件を

満たしておりますので、

特例処理を採用しており

ます。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金の利息 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3)ヘッジ方針 

借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行ってお

ります。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引につ

いて、特例処理の要件を

満たしておりますので、

有効性の評価を省略して

おります。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシ

ュ・フロー計算

書（キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 同左 

８．その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

(1)レンタル用資産の会計処理 

レンタル用資産につい

ては、営業の用に供した

ときに、全額売上原価と

して処理しております。 

(1)レンタル用資産の会計処理

同左 

(1)レンタル用資産の会計処理

同左 

  (2)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税及

び仮受消費税は相殺の

上、流動負債の「未払消

費税等」として表示して

おります。 

(2)消費税等の会計処理 

同左 

(2)消費税等の会計処理 

税抜方式によっており

ます。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は10,235,186千円でありま

す。 

なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は10,540,932千円でありま

す。 

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

────── （ストック・オプション等に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成

17年12月27日）及び「ストック・

オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指

針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ826千円減少しております。 

────── 



追加情報 

 該当事項はありません。 

 注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度末 

（平成18年12月31日） 

※１．減価償却累計額      

有形固定資産          6,293,223千円          7,832,015千円          7,098,241千円 

※２．当座貸越契約 当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締

結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は、次

の通りであります。 

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締

結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は、次

の通りであります。 

当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締

結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は、次の通

りであります。 

  当座貸越

極度額 
2,500,000千円

借入実行

残高 
－ 

差引額 2,500,000千円

当座貸越

極度額 
2,500,000千円

借入実行

残高 
1,100,000 

差引額 1,400,000千円

当座貸越

極度額 
2,500,000千円

借入実行

残高 
－ 

差引額 2,500,000千円

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．営業外収益のうち重

要なもの 

     

受取利息  3千円 3千円   0千円 

ロイヤリティ収入 4,800 4,400 12,500 

広告協賛金収入 7,619 75 11,543 

レンタル延滞金収入 5,282 1,947 8,127 

※２．営業外費用のうち重

要なもの 

     

支払利息      18,291千円       11,287千円            19,194千円 

社債利息 －       22,945         33,560 

３．減価償却実施額      

有形固定資産        845,298千円          1,087,327千円          2,008,398千円 

無形固定資産 9,283 5,616 17,700 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）  

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加12,000株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

（注）１株当たり配当額には、業績配当金７円を含んでおります。 

 (2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日）  

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加6,000株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
 前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株）  

当中間会計期間 
減少株式数（株）  

当中間会計期間末  
株式数（株）  

発行済株式        

 普通株式  10,710,000  12,000 - 10,722,000 

合 計  10,710,000 12,000 - 10,722,000 

自己株式        

 普通株式 133,474 - - 133,474 

合 計  133,474 - - 133,474 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基 準 日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  200,953  19 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基 準 日 効力発生日 

平成18年７月27日 

取締役会 
普通株式 127,062 利益剰余金 12 平成18年６月30日 平成18年９月５日

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株）  

当中間会計期間 
減少株式数（株）  

当中間会計期間末 
株式数（株）  

発行済株式        

 普通株式 10,722,000  6,000 - 10,728,000 

合 計 10,722,000  6,000 - 10,728,000 

自己株式        

 普通株式  133,474 - - 133,474 

合 計 133,474 - - 133,474 

区 分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計 
期間末残高 
（千円） 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－ - - - - 826 

合 計 － - - - - 826 



 ３．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

（注）１株当たり配当額には、業績配当金５円を含んでおります。 

 (2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）  

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加12,000株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 （注）平成17年12月31日を基準日とする配当金19円には、業績配当金７円が含まれております。 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 （注）平成18年12月31日を基準日とする配当金17円には、業績配当金５円が含まれております。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基 準 日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 180,004 17 平成18年12月31日 平成19年３月30日 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基 準 日 効力発生日 

平成19年７月27日 

取締役会 
普通株式 127,134 利益剰余金 12 平成19年６月30日 平成19年９月５日

 
 前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株）  

当事業年度減少 
株式数（株）  

当事業年度末  
株式数（株）  

発行済株式        

 普通株式 10,710,000 12,000 - 10,722,000 

合 計 10,710,000 12,000 - 10,722,000 

自己株式        

 普通株式 133,474 - - 133,474 

合 計 133,474 - - 133,474 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 200,953 19 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

平成18年７月27日 

取締役会 
普通株式 127,062 12 平成18年６月30日 平成18年９月５日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 180,004 利益剰余金 17 平成18年12月31日 平成19年３月30日

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 2,442,759千円

現金及び現金同等物  2,442,759千円

現金及び預金勘定 2,302,903千円

現金及び現金同等物  2,302,903千円

現金及び預金勘定 1,777,442千円

現金及び現金同等物 1,777,442千円



（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間会計期間（自 平成19年１月１

日 至 平成19年６月30日）及び前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）について、開示

の対象となるリース契約はありません。 

（有価証券関係） 

当社は、前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間会計期間（自 平成19年

１月１日 至 平成19年６月30日）及び前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）につい

て、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

当社は、前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間会計期間（自 平成19年

１月１日 至 平成19年６月30日）及び前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）におい

て、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費    826千円 

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員    ２名 

ストック・オプション数（注） 普通株式    6,000株 

付与日 平成18年４月10日 

権利確定条件 

 新株予約権の割当を受けたものは、権利

行使時においても当社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要す。 

対象勤務期間 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成18年５月１日 

至 平成23年４月30日 

   平成19年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員    ４名 

ストック・オプション数（注） 普通株式    12,000株 

付与日 平成19年４月16日 

権利確定条件 

 新株予約権の割当を受けたものは、権利

行使時においても当社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要す。 

対象勤務期間 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成19年５月１日 

至 平成24年４月30日 

権利行使価格（円） 1,238 

付与日における公正な評価単価（円） 68円84銭 



前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。また、平成16年２月20日に１株を２株に株式分割しておりますので、上記

株式数は全て株式分割後で記載しております。 

 
平成13年 

ストック・オプション 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社従業員     ８名 当社従業員     ５名 
当社監査役     １名 

当社従業員     ５名 

ストック・オプション数(注) 普通株式    24,000株 普通株式    15,000株 普通株式    24,000株 

付与日 平成13年４月２日 平成14年４月４日 平成15年４月７日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、または

従業員であることを要す。

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、または

従業員であることを要す。

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、監査役

または従業員であることを

要す。 

対象勤務期間  定めておりません。  定めておりません。  定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成13年３月30日 

至 平成18年３月29日  

自 平成14年５月１日 

至 平成19年４月30日  

自 平成15年５月１日 

至 平成20年４月30日  

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社従業員     ５名 当社従業員     ５名 当社従業員     ２名 

ストック・オプション数(注) 普通株式    15,000株 普通株式    15,000株 普通株式     6,000株 

付与日 平成16年４月12日 平成17年４月11日 平成18年４月10日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、監査役

または従業員であることを

要す。 

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、監査役

または従業員であることを

要す。 

新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても当社の取締役、監査役

または従業員であることを

要す。 

対象勤務期間  定めておりません。  定めておりません。  定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成16年５月１日 

至 平成21年４月30日  

自 平成17年５月１日 

至 平成22年４月30日  

自 平成18年５月１日 

至 平成23年４月30日  



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 （注）平成16年２月20日に１株を２株に株式分割しておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。 

② 単価情報 

 （注）平成16年２月20日に１株を２株に株式分割しておりますので、上記金額は全て株式分割後で記載しております。 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

 
平成13年ストック・

オプション 

平成14年ストック・

オプション 

平成15年ストック・

オプション 

平成16年ストック・

オプション 

平成17年ストック・

オプション 

平成18年ストック・

オプション 

権利確定前

（株） 
            

前事業年度末 － － － － － － 

付与 － － － － － 6,000 

失効 － － － － － － 

権利確定 － － － － － 6,000 

未確定残 － － － － － － 

権利確定後

（株） 
            

前事業年度末 12,000 6,000 24,000 15,000 15,000 － 

権利確定 － － － － － 6,000 

権利行使 12,000 － － － － － 

失効 － － － 3,000 － － 

未行使残 － 6,000 24,000 12,000 15,000 6,000 

 
平成13年ストック・

オプション 

平成14年ストック・

オプション 

平成15年ストック・

オプション 

平成16年ストック・

オプション 

平成17年ストック・

オプション 

平成18年ストック・

オプション 

権利行使価格

（円） 
440 441 695 1,138 1,339 1,485 

行使時平均株価

（円） 
1,416 － － － － － 

公正な評価単価 

（付与日）（円） 
－ － － － － － 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の通

りであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 966.63円

１株当たり中間純利益    53.86円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
 53.75円

１株当たり純資産額 1,039.14円

１株当たり中間純利益    60.96円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
  60.88円

１株当たり純資産額  995.51円

１株当たり当期純利益  94.74円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
 94.56円

     

 
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益      

中間（当期）純利益（千円） 570,158 645,638 1,002,966 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
570,158 645,638 1,002,966 

期中平均株式数（株） 10,585,410 10,591,875 10,586,980 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益 
     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 22,351 12,558 19,319 

（うち新株予約権） (22,351) (12,558) (19,319) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

平成18年３月30日定時

株主総会特別決議。 

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権 

60個。 

平成17年３月30日定時

株主総会特別決議。 

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権 

150個。 

平成18年３月30日定時

株主総会特別決議。 

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権 

60個。 

平成19年３月29日定時

株主総会特別決議。 

会社法第236条、第238

条及び第239条の規定

に基づく新株予約権 

120個。 

平成18年３月30日定時

株主総会特別決議。 

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権 

60個。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── 平成19年９月18日開催の取締役会

において、新規店舗開発を円滑に進

めるため、次の通り資金調達を行う

ことを決議いたしました。 

1．借入による資金調達 

長期借入金 ５億円 

株式会社三井住友銀行 

長期借入金 ３億円 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

長期借入金 ４億円 

株式会社みずほ銀行 

長期借入金 ３億円 

株式会社武蔵野銀行 

────── 



(2）【その他】 

平成19年７月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

(注) 平成19年６月30日の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 

(イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・127,134,312円 

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・12円00銭 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・平成19年９月５日 

(ニ) 上記中間配当に伴う利益準備金の積立額は、ありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第28期）（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日）平成19年３月30日関東財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第26期）（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日）平成19年２月16日関東財務局長に提出。 

事業年度（第27期）（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）平成19年２月16日関東財務局長に提出。 

事業年度（第26期）（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日）平成19年７月17日関東財務局長に提出。 

事業年度（第27期）（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）平成19年７月17日関東財務局長に提出。 

事業年度（第28期）（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日）平成19年７月17日関東財務局長に提出。 

(3)半期報告書の訂正報告書 

（第26期中）（自平成16年１月１日 至平成16年６月30日）平成19年７月17日関東財務局長に提出。 

（第27期中）（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）平成19年８月23日関東財務局長に提出。 

（第28期中）（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）平成19年７月17日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月27日

株式会社シチエ      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 網本 重之   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 矢田堀 浩明  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐藤 晶    印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シチエの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平成

18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社シチエの平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１

日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月26日

株式会社シチエ      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 網本 重之   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 矢田堀 浩明  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐藤 晶    印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シチエの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から平成

19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社シチエの平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１

日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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